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財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針
　	　「公益法人会計基準」（平成20年４月11日	 最終改正令和２年５月15日　内閣府公益認定等委員会）を採用して
いる。
　１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　満期保有目的の債券 ･････････････････ 取得原価によっている。
　２）デリバティブの評価方法
　　　デリバティブ ･･･････････････････････ 時価法によっている。	
　３）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　その他の棚卸資産････････････････････最終仕入原価法又は個別原価法によっている。
　４）固定資産の減価償却の方法
　　⑴有形固定資産（リース資産を除く）
　　　①建物･･････････････････････････････定額法によっている。
　　　②建物付属設備、構築物･･････････････平成28年３月31日以前に取得したもの ･････ 定率法によっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成28年４月１日以降に取得したもの ･････ 定額法によっている。
　　　③什器備品･･････････････････････････定率法によっている。
　　⑵無形固定資産（リース資産を除く）
　　　①ソフトウェア･･････････････････････利用可能期間（５年）に基づく定額法によっている。
　　　②コンテンツ････････････････････････見積サービス提供期間（３年以内）に基づく定額法によっている。
　　⑶リース資産
　　　①	所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 ･･･ 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法によっている。
　　　②	所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 ･･･ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっている。
　５）引当金の計上基準
　　⑴貸倒引当金
　　　	債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別の回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。
　　⑵役員退職慰労引当金
　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、理事報酬規則に基づく期末要支給額を計上している。
　　⑶退職給付引当金
　　　職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する額を計上している。	
　　⑷役員賞与引当金
　　　	役員に対する賞与の支給に備えるため、理事報酬規則に基づく支給見込額のうち当期に帰属する額を計上し

ている。
　　⑸賞与引当金
　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
　６）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　　資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。
　７）消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は税込方式によっている。
　８）ヘッジ会計の方針
　　⑴ヘッジ会計の方法
　　　繰延ヘッジを採用している。
　　⑵ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段
　　　　為替予約
　　　ヘッジ対象
　　　　外貨建予定取引
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　　⑶ヘッジ方針
　　　主に当法人の内規である「資金管理外国通貨運用細則」に基づき、為替変動リスクをヘッジしている。
　　⑷ヘッジ有効性評価の方法
　　　	為替予約取引は、ヘッジ方針に基づき、同一通貨で同一期日の為替予約を締結しており、その後の為替相場

の変動による相関関係が確保されているため、有効性の評価を省略している。

２．特定資産の増減額及びその残高
特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科　　　　　目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

特　定　資　産
土 地 3,124,014,511 0 0 3,124,014,511
建 物 1,443,396,063 0 52,241,713 1,391,154,350
建 物 付 属 設 備 278,683,570 120,455,828 36,666,025 362,473,373
構 築 物 7,170,132 0 1,074,455 6,095,677
什 器 備 品 39 0 1 38
ソ フ ト ウ ェ ア 228,497,551 39,164,400 79,589,060 188,072,891
コ ン テ ン ツ 7,882,951 4,967,287 7,412,043 5,438,195
商 標 権 189,036 0 25,488 163,548
役員退職慰労引当資産 54,868,667 12,356,000 0 67,224,667
退 職 給 付 引 当 資 産 558,640,072 59,583,683 41,445,061 576,778,694
原宿会館建替積立資産 1,767,728,770 72,486,544 0 1,840,215,314
看護研修学校建替積立資産 2,410,966,664 102,741,666 0 2,513,708,330
基 金 積 立 資 産 357,168,097 0 9,675,160 347,492,937
修 繕 積 立 資 産 108,845,908 41,000,000 56,854,738 92,991,170
ICN 東京大会記念奨学金
事 業 積 立 資 産 345,000,000 6,331 6,331 345,000,000
石橋美和子がんCNS奨学金
事 業 積 立 資 産 40,000,000 799 799 40,000,000
認定看護師教育課程奨学金
事 業 積 立 資 産 160,108,030 16,209 16,209 160,108,030
小倉一春大学院教育（国際看
護等）奨学金事業積立資産 6,749,844 0 1,907,006 4,842,838

奨 学 金事業積立資産 598,938,586 309.392 1,100,000 598,147,978
奨 学 金事業積立資産
（ICN財団受贈運用資産） 390,895,515 0 0 390,895,515

災害支援・国際交流事業積立資産 258,000 0 0 258,000
災害支援事業積立資産 13,000,000 3,420,000 1,334,800 15,085,200
ICN人道基金（ウクライナ）
積 立 資 産 4,572,794 36,094,334 40,667,128 0

トルコ地震復興支援事業積立資産 0 350,000 0 350,000
働き続けられる労働条件・
環境づくり支援事業積立資産 5,987,787 0 3,384,700 2,603,087
新型コロナウイルス対策
事 業 積 立 資 産 703,000,812 24,914,897 569,700,760 158,214,949
感染管理認定看護師養成
推 進 事 業 準 備 資 金 266,719,822 0 127,000,000 139,719,822
「Johnny's	Smile	Up!	Project 基金」
看 護 師 等 支 援 事 業 積 立 資 産 213,678,657 0 106,240,747 107,437,910

預 り 保証金引当資産 323,560,600 0 0 323,560,600
合 計 13,420,522,478 517,867,370 1,136,342,224 12,802,047,624



─　　─ ─　　─34 35

３．特定資産の財源等の内訳
　　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　　目 当 期 末 残 高 （うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に�
対応する額）

特　定　資　産
土 地 3,124,014,511 （1,011,784,047） （2,112,230,464） ―
建 物 1,391,154,350 （408,260,004） （982,894,346） ―
建 物 付 属 設 備 362,473,373 （12,281,334） （350,192,039） ―
構 築 物 6,095,677 （878,030） （5,217,647） ―
什 器 備 品 38 （18） （20） ―
ソ フ ト ウ ェ ア 188,072,891 （188,072,891） （0） ―
コ ン テ ン ツ 5,438,195 （5,438,195） （0） ―
商 標 権 163,548 （163,548） （0） ―
役員退職慰労引当資産 67,224,667 ― ― （67,224,667）
退 職 給 付 引 当 資 産 576,778,694 ― ― （576,778,694）
原宿会館建替積立資産 1,840,215,314 （0） （1,840,215,314） ―
看護研修学校建替積立資産 2,513,708,330 （0） （2,513,708,330） ―
基 金 積 立 資 産 347,492,937 （0） （347,492,937） ―
修 繕 積 立 資 産 92,991,170 （0） （92,991,170） ―
ICN東京大会記念奨学金
事 業 積 立 資 産 345,084,894 （345,000,000） （84,894） ―
ICN東京大会記念奨学金
事 業 貸 倒 引 当 金 △△84,894 ― （△△84,894） ―
石 橋 美 和 子 が んCNS
奨 学金事業積立資産 40,012,854 （40,000,000） （12,854） ―
石 橋 美 和 子 が んCNS
奨学金事業貸倒引当金 △△12,854 ― （△△12,854） ―
認定看護師教育課程奨学金
事 業 積 立 資 産 160,157,988 （160,108,030） （49,958） ―
認定看護師教育課程奨学金
事 業 貸 倒 引 当 金 △△49,958 ― （△△49,958） ―
小倉一春大学院教育（国際看
護等）奨学金事業積立資産 4,842,838 （4,842,838） （0） ―
奨学金事業積立資産 600,000,000 （0） （600,000,000） ―
奨学金事業貸倒引当金 △△1,852,022 ― （△△1,852,022） ―
奨学金事業積立資産
（ICN財団受贈運用資産） 390,895,515 （390,895,515） （0） ―
災害支援・国際交流事業積立資産 258,000 （258,000） （0） ―
災害支援事業積立資産 15,085,200 （15,085,200） （0） ―
トルコ地震復興支援事業積立資産 350,000 （350,000） （0） ―
働き続けられる労働条件・
環境づくり支援事業積立資産 2,603,087 （2,603,087） （0） ―
新型コロナウイルス対策
事 業 積 立 資 産 158,214,949 （158,214,949） （0） ―
感染管理認定看護師養成
推 進 事 業 準 備 資 金 139,719,822 （0） （139,719,822） ―
「Johnny's	Smile	Up ! Project 基
金」看護師等支援事業積立資産 107,437,910 （107,437,910） （0） ―
預り保証金引当資産 323,560,600 ― ― （323,560,600）
合 計 12,802,047,624 （2,851,673,596） （8,982,810,067）	 （967,563,961）

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科　　　　　目 取　得　価　額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

特　定　資　産
建 物 2,802,530,576 1,411,376,226 1,391,154,350
建 物 付 属 設 備 1,737,643,154 1,375,169,781 362,473,373
構 築 物 120,142,089 114,046,412 6,095,677
什 器 備 品 54,445,205 54,445,167 38
小 計 4,714,761,024 2,955,037,586 1,759,723,438
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科　　　　　目 取　得　価　額 減価償却累計額 当 期 末 残 高
そ の 他 固 定 資 産
建 物 35,313,336 15,076,957 20,236,379
建 物 付 属 設 備 26,784,321 25,867,085 917,236
構 築 物 678,411 473,818 204,593
什 器 備 品 252,070,087 214,155,953 37,914,134
有 形 リ ー ス 資 産 267,561,688 131,564,773 135,996,915
小 計 582,407,843 387,138,586 195,269,257

合 計 5,297,168,867 3,342,176,172 1,954,992,695

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

（単位：円）
種類及び銘柄 帳　簿　価　額 時　　　　　価 評　価　損　益

債券	（ 退 職 給 付 引 当 資 産 ）
第174回大阪府公募公債 49,977,500 49,940,000 △△37,500
第11回北海道公募公債 100,000,000 100,010,000 10,000
小 計 149,977,500 149,950,000 △△27,500

債券	（ 建 替 積 立 資 産 ）
 原宿会館建替積立資産
第490回名古屋市公募公債 99,990,000 100,877,600 887,600
第387回大阪府公募公債 100,000,000 100,687,100 687,100
第７回北海道公募公債 300,000,000 300,180,000 180,000
第８回北海道公募公債 299,970,000 299,490,000 △△480,000
第11回北海道公募公債 100,000,000 97,880,000 △△2,120,000
第11回愛知県公募公債 100,000,000 99,840,000 △△160,000
第10回愛知県公募公債 100,000,000 98,000,000 △△2,000,000
第１回岐阜県公募公債 100,000,000 98,100,000 △△1,900,000
第２回大分県公募公債 100,000,000 98,080,000 △△1,920,000
第５回千葉県公募公債 100,000,000 96,630,000 △△3,370,000
第８回愛知県公募公債 300,000,000 292,888,500 △△7,111,500
 看護研修学校建替積立資産
第423回大阪府公募公債 698,901,000 700,280,000 1,379,000
第11回北海道公募公債 500,000,000 500,000,000 0
第10回北海道公募公債 100,000,000 99,910,000 △△90,000
第３回広島市公募公債 200,000,000 199,980,000 △△20,000
第88回神奈川県公募公債 100,000,000 99,770,000 △△230,000
第６回京都府公募公債 200,000,000 199,460,000 △△540,000
第６回北海道公募公債 100,000,000 99,530,000 △△470,000
小 計 3,598,861,000 3,581,583,200 △△17,277,800

債券	（奨学金事業積立資産（ICN財団受贈運用資産））
第387回大阪府公募公債 100,000,000 100,700,000 700,000
第７回北海道公募公債 100,000,000 101,140,000 1,140,000
第11回愛知県公募公債 100,000,000 99,751,800 △△248,200
第783回東京都公募公債 90,000,000 89,814,870 △△185,130
小 計 390,000,000 391,406,670 1,406,670

合 計 4,138,838,500 4,122,939,870 △△15,898,630

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称 交　付　者 前　期　末�
残　　　高 当期増加額 当期減少額 当　期　末�

残　　　高
貸借対照表上
の 記 載 区 分

補	助	金
平成23年度以前看護研修セ
ンター建築事業補助金

日本財団 18,195,291 0 2,777,165 15,418,126 指定正味財産

平成29年度医療関係者研修
費等補助金（中央ナースセ
ンター事業）

厚生労働省 10,028,628 0 10,028,628 0

平成30年度医療関係者研修
費等補助金（中央ナースセ
ンター事業）

厚生労働省 12,679,506 0 8,142,120 4,537,386 指定正味財産

令和２年度医療施設運営費
等補助金（中央ナースセン
ター事業）

厚生労働省 35,371,636 0 9,658,146 25,713,490 指定正味財産
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（単位：円）

補助金等の名称 交　付　者 前　期　末�
残　　　高 当期増加額 当期減少額 当　期　末�

残　　　高
貸借対照表上
の 記 載 区 分

令和３年度医療施設運営費
等補助金（中央ナースセン
ター事業）

厚生労働省 66,476,154 0 13,962,080 52,514,074 指定正味財産

令和４年度医療施設運営費
等補助金（中央ナースセン
ター事業）

厚生労働省 0 230,183,000 195,066,856 35,116,144 指定正味財産

令和２年度医療施設運営費
等補助金（看護業務効率化
先進事例収集・周知事業）

厚生労働省 1,271,927 0 1,271,927 0

令和３年度医療施設運営費
等補助金（看護業務効率化
先進事例収集・周知事業）

厚生労働省 2,857,435 0 1,428,717 1,428,718 指定正味財産

令和４年度医療施設運営費
等補助金（看護業務効率化
先進事例収集・周知事業）

厚生労働省 0 26,821,000 22,260,425 4,560,575 指定正味財産

令和４年度医療施設運営費
等補助金（看護職員確保対
策特別事業）（院内助産・助
産師外来の推進に向けた周
知・普及事業）

厚生労働省 0 4,000,000 4,000,000 0

令和４年度医療施設運営費
等補助金（看護職員確保対
策特別事業）（外来看護職員
の在宅療養支援能力向上の
ための研修プログラム検討
事業）

厚生労働省 0 2,000,000 2,000,000 0

令和４年度医療施設運営費
等補助金（看護職員確保対
策特別事業）	（「看護の日・
看護週間」中央行事事業）

厚生労働省 0 6,210,000 6,210,000 0

令和４年度医療施設運営費
等補助金（看護師の特定行
為に係る研修機関拡充支援
事業）

厚生労働省 0 11,685,000 11,685,000 0

令和４年度医療施設運営費
等補助金（看護師の特定行
為に係る研修機関の養成力
向上支援事業）

厚生労働省 0 6,603,000 6,603,000 0

令和４年度医療施設運営費
等補助金（看護師の特定行
為に係る指導者育成等事業）

厚生労働省 0 6,155,000 6,155,000 0

令和４年度老人保健事業推
進費等補助金（老人保健健
康増進等事業）

厚生労働省 0 11,200,000 11,200,000 0

令和３年度新型コロナウイ
ルス感染症対応看護職員等
の人材確保事業費補助金
（新型コロナウイルス感染症
対応看護職員養成事業（研
修準備事業））

厚生労働省 1,116,501 0 558,249 558,252 指定正味財産

令和４年度新型コロナウイ
ルス感染症対応看護職員等
の人材確保事業費補助金
（新型コロナウイルス感染症
対応看護職員等人材調整事
業（広域人材調整事業））

厚生労働省 0 115,904,000 115,904,000 0

令和４年度新型コロナウイ
ルス感染症対応看護職員等
の人材確保事業費補助金
（新型コロナウイルス感染症
対応潜在看護職研修事業）

厚生労働省 0 143,812,000 143,812,000 0

令和４年度新型コロナウイ
ルス感染症対応看護職員等
の人材確保事業費補助金
（新型コロナウイルス感染症
対応看護職員離職防止相談
事業）

厚生労働省 0 69,674,000 69,674,000 0



─　　─38

（単位：円）

補助金等の名称 交　付　者 前　期　末�
残　　　高 当期増加額 当期減少額 当　期　末�

残　　　高
貸借対照表上
の 記 載 区 分

令和４年度新型コロナウイ
ルス感染症対応看護職員等
の人材確保事業費補助金
（新型コロナウイルス感染症
対応看護職員養成事業（研
修準備事業））

厚生労働省 0 30,000,000 30,000,000 0

令和４年度新型コロナウイ
ルス感染症対応看護職員等
の人材確保事業費補助金
（新興感染症等に係る看護職
員等確保事業）

厚生労働省 0 2,466,000 2,466,000 0

委	託	費
令和元年度医療関係者研修
費等委託費（中央ナースセ
ンター事業）

厚生労働省 104,497,329 0 35,967,068 68,530,261 指定正味財産

令和２年度先駆的保健活動
交流推進事業委託費

厚生労働省 1,991,022 0 1,991,022 0

令和４年度先駆的保健活動
交流推進事業委託費

厚生労働省 0 20,455,000 20,455,000 0

令和４年度保健指導支援事
業委託費

厚生労働省 0 6,485,000 5,908,966 576,034 指定正味財産

人生100年時代の看護職キャ
リア継続支援ツール作成事
業委託費

厚生労働省 0 2,003,368 2,003,368 0

合 計 254,485,429 695,656,368 741,188,737 208,953,060

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）
内　　　　　容 金　　　額

経常収益への振替額
減価償却費計上による振替額 114,244,829
新型コロナウイルス感染症寄付金の支
出による振替額

569,700,760

ICN 人道基金（ウクライナ）寄付金の
支出による振替額

40,667,128

「Johnny's	Smile	Up!	Project 基金」看
護師等支援事業支出による振替額

106,240,747

小倉一春大学院教育（国際看護等）奨
学金事業支出による振替額

1,907,006

公益目的事業支出による振替額	 224,076,813
経常外収益への振替額
固定資産除却による振替額 176,696
合 計 1,057,013,979

８．関連当事者との取引の内容
　　該当なし

９．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
　⑴現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

前　　　期　　　末 当　　　期　　　末
現金預金勘定 8,489,165,729円 現金預金勘定 8,520,407,343円
預入期間が３ケ月を超える定期預金 	　　　　　0円 預入期間が３ケ月を超える定期預金 	　　　　　0円
現金及び現金同等物 8,489,165,729円 現金及び現金同等物 8,520,407,343円

　⑵重要な非資金取引は、以下のとおりである

前　　　期　　　末 当　　　期　　　末

該当なし 該当なし
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10．重要な後発事象
　　該当なし

11．その他
　１）リース取引関係
　　⑴所有権移転ファイナンス・リース取引
　　　①リース資産の内容
　　　　その他固定資産
　　　　視聴覚機器である。
　　　②リース資産の減価償却の方法
　　　　「1．重要な会計方針	4）固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。
　　⑵所有権移転外ファイナンス・リース取引	
　　　①リース資産の内容
　　　　その他固定資産
　　　　主としてサーバ、コンピュータ等の什器備品である。
　　　②リース資産の減価償却の方法
　　　　「1．重要な会計方針	4）固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりである。
　２）金融商品の状況	
　　⑴金融商品に対する取組方針
　　　	当法人が金融商品に取り組む際は、安全性、流動性及び効率性を確保することを原則とし、具体的取引は資

金管理運用規程に従う。
　　⑵金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　　　	資金運用に関しては、預貯金及び元本償還が確実な国債・政府保証債・地方債及びこれらに準じる債券によ

るものとし、発行体の信用リスクの軽減を図る。
　　　	また、取得した債券は、原則、満期または期限まで保有し、市場価格変動リスクの軽減を図る。
　　　	デリバティブ取引（為替予約）に関しては、為替変動リスクの軽減を目的に、実需の外貨建取引のみを対象

とし、投機的な取引は行わない。
　　　	また、取引の相手方については、相対的に格付けが高い金融機関を選定し、信用リスクの軽減を図る。
　３）賃貸等不動産関係
　　⑴賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　	当法人の賃貸等不動産には、東京都において、収益事業として賃貸収益を得ることを目的として一部を賃貸

事業とする日本看護協会ビルなどがある。
　　⑵賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：円）

貸借対照表計上額 当期末の時価
583,522,293 9,671,089,624

（注1）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。
（注2）		当期末の時価は、土地については主として固定資産税評価額に基づいて当法人で算定した金額であり、建

物については適正な帳簿価格である。

　４）資産除去債務関係
　　⑴資産除去債務のうち貸借対照表に計上していないもの

当法人は、賃貸借契約に基づき使用する事務所について、退去時における原状回復に係る債務を有している
が、当該債務に関する賃借資産の使用期間及び費用の発生が明確ではなく、また現時点においては退去等も
予定していないことから、資産除去債務を合理的に見積もることが困難なため、当該債務に見合う資産除去
債務を計上していない。
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附属明細書

１．特定資産の明細
　　財務諸表に対する注記「２.	特定資産の増減額及びその残高」に記載しているため省略している。

２．引当金の明細
（単位：円）

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他（注）

役員賞与引当金 9,699,200 9,594,750 9,699,200 0 9,594,750

賞与引当金 101,404,229 101,102,773 101,404,229 0 101,102,773

役員退職慰労引当金 54,868,667 12,356,000 0 0 67,224,667

退職給付引当金 558,640,072 59,583,683 41,445,061 0 576,778,694

奨学金事業貸倒引当金 1,061,414 1,100,000 0 309,392 1,852,022

ICN 東 京 大 会 記 念
奨学金事業貸倒引当金 91,225 0 0 6,331 84,894

石橋美和子がんCNS
奨学金事業貸倒引当金 13,653 0 0 799 12,854

認定看護師教育課程
奨学金事業貸倒引当金 33,749 16,209 0 0 49,958

（注）	・	奨学金事業貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権の回収による取崩額（286,162円）及び一般債
権の貸倒実績率による取崩額（23,230円）である（差額補充法）。

	 ・	ICN東京大会記念奨学金事業貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による取崩
額である（差額補充法）。

	 ・	石橋美和子がんCNS奨学金事業貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による
取崩額である（差額補充法）。


